
１　人を育てる
　市民意見なし

２　きずなを結ぶ

番号
局
名

意見の概要 件数 本市の考え方
反映
結果

1

保
健
福
祉
局

■乳幼児の親を含めた歯科保
健指導について
　むし歯は、感染症であると
同時に生活習慣病でもある。
また、むし歯の本数は親子間
で高い相関関係がある。家族
で適切な歯みがき習慣を身に
つけることで効果的な予防策
につながる。

1
　本事業については、ご指摘いただいた観点から
実施を予定しているものです。

1

2

保
健
福
祉
局

これまでの食育に占める咀嚼
の位置づけは十分でないとい
う印象をもつが、食育推進の
中で特に重要なのは、咀嚼の
大事さである。本事業により
幅広い層に咀嚼を含めた食育
の大事さに目を向けるきっか
けになればよいと考えてい
る。

1

食育において咀嚼等の口腔機能の役割は重要であ
ると認識しています。歯科医師会とも連携して、
食育の推進を図っていきます。

1

3

保
健
福
祉
局

基本健診の検査項目に、「視
力検査」を予算額拡充分とし
て新規に設定して欲しい。

1

基本健診は、生活習慣病予防に着目した健診であ
り、必要な検査項目が国の基準で定められていま
す。
本市の健診については、国の基準に基づいた検査
項目で実施しているところです。
今後の国の動向や受診者のニーズ等も踏まえなが
ら、検査項目の充実に向けて取り組んでいきたい
と考えています。

2

4

保
健
福
祉
局

■歯科検診の実施方法につい
て
　以前実施していた、区役所
などでの集団検診を実施して
ほしい

1

　歯周疾患検診につきましては、受診を希望する
方の利便性などを考慮し、平成２０年度より市内
医療機関において節目年齢（４０歳・５０歳・６
０歳・７０歳）での実施へと変更したところで
す。
　本市としては、集団方式での実施は受診日時や
会場が限定されるため、市内の身近な地域におい
て診療時間内で受診できる医療機関での検診を推
進していきます。
　ご理解をお願いします。

3

「平成２１年度予算要求状況」に対する市民意見の内容及び市の考え方
反映結果
１　意見が予算案に反映されているもの
２　平成21年度予算案に反映していないもの
３　予算措置とは関係ないもの
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5

保
健
福
祉
局

受診率向上には、医師に対す
る「信頼」が必要不可欠な条
件である。アンケートあるい
は口頭で苦情の対象になった
医師は、担当業務からはずす
など、「報酬の無駄遣い」を
なくす努力も合わせて実行し
てほしい。

1

本市の健康診査は、北九州市医師会が推薦し、登
録した医療機関及び検診機関において実施してお
ります。
北九州市医師会は、医療機関及び検診機関に対し
て定期的に講習会を実施するなど、円滑な検診の
実施と受診者への適切な対応に努めております。
本市においても、関係機関と充分に連携を取りな
がら受診者の皆様の声を大切にして、受診率向上
に努めてまいります。

3

6

保
健
福
祉
局

■歯と口の健康づくり事業に
ついて
　この事業は有効であり期待
できる。さらに効果的なもの
とするために、１歳６か月児
歯科検診受診率の向上が必要
である。
　この方法の１つとして、小
児科で受診勧奨パンフレット
を配布してほしい。

1

　受診率の向上は重要であると考えており、受診
率の向上につきましては、対象者への個別通知な
どを行ってきたところです。
　これからも、受診率の向上のための対策は必要
ですので、いただいたご意見は参考とさせていた
だきます。

1

7

保
健
福
祉
局

■歯と口の健康づくり事業に
ついて
　幼児のむし歯の数が政令市
ワーストワンはよくないと思
います。この事業を推進して
ください。

1
　本事業については、ご指摘いただいた観点から
実施を予定しているものです。

1

8

保
健
福
祉
局

■母親への歯科検診について
　母親の検診を行えば、母親
に子どもの歯の大切さと歯科
衛生への認識が高まる。

1
　本事業については、ご指摘いただいた観点から
実施を予定しているものです。

1

9

保
健
福
祉
局

■歯・口への関心を促す施策
について
　歯・口の病気に関する認識
を新たにし、手入れに関心を
持ってもらうことは、老後の
食べる楽しみへとつながる。
妊婦、乳幼児期から、歯・口
への関心を促す施策は、すぐ
には結果が出なくても、市民
の生活を豊かにすることにつ
ながる。

1
　本事業については、ご指摘いただいた観点から
実施を予定しているものです。

1
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10

建
築
都
市
局

局の予算要求の基本方針
（１）活力ある都市づくり
（２）「まちなか」重視のまちづく
り・住まいづくり
（３）安全・安心で環境に配慮した
まちづくり
のうち、安全・安心を最優先に考慮
してほしい。

1

３項目の基本方針については、それぞれが重要なものだと考
えており、どれを最優先にするという順位づけはできません
が、各項目において、十分な成果が得られるように予算要求
を行っています。

3

11

建
築
都
市
局

市営団地で安全・安心な生活ができ
るようエレベーターホールへの監視
カメラの設置を中心に防犯対策に重
点を置いた予算編成をしてほしい。

1

　市営住宅のエレベーターホールへの監視カメラの設置につ
いては、肖像権の問題、プライバシーの保護など、住民の皆
さんの同意を得る必要があると考えています。
　また、監視カメラの監視を誰が行うのか、維持費をどうす
るのかなどの問題もあります。
　現在、市において監視カメラの設置はしておりませんが、
団地自治会などで監視カメラをつける場合は、許可をしてい
るところです。

2
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13

教
育
委
員
会

戸畑図書館について

１．エレベーターを設置
　してほしい。
２．スペースが狭い
　ので、移転してほし
　い。
３．全面改築してほし
　い。

3

　エレベーターの設置等の要望があることは認識
しています。
　現施設については有効活用を基本に考えてお
り、このためには、まずは耐震診断を行い、施設
の構造上の問題点を把握した上で対応する必要が
あると考えています。
　なお、その間、施設の維持管理上必要な工事に
ついては、利用者に不便が生じることのないよ
う、適切に対応していく予定です。

1

３　暮らしを彩る

　集合ポストへのチラシの投函については、特に許可制にし
ていません。入居者において、「公告物等チラシの投函お断
り」などの表示をしていただきたいと思います。
　ゴミの不法投棄、郵便受けの故意の破損については、それ
ぞれの法令の規定により、対処することになるので、警察及
び関係部署に届出を行ってください。
　家賃の滞納については、市において明渡請求、損害賠償請
求や訴訟を行っています。
　共益費は、判例においても、請求権は自治会にあります。
　なお、市においては、毎年１２月末に、「市営住宅だよ
り」を発行し、団地マナーの周知を図っています。

312

建
築
都
市
局

市営団地の集合ポストへの無許可で
のチラシ広告物の投函を行った者や
生ゴミ類などの不法投棄、郵便受け
の故意の破損、家賃・共益費の滞納
など、悪質行為をした住民への賠償
金請求並びに退去勧告などの規約づ
くり、周知広報にも予算配分をして
ほしい。

1

－3－



番号
局
名

意見の概要 件数 本市の考え方
反映
結果

14

教
育
委
員
会

戸畑図書館について

・階段の幅が狭く、傾斜が急
なので危険である。早急に改
善してほしい。

・駐車場も含め、全体にゆと
りがない。建て替えて利用し
やすいようにしてほしい。

2

　施設の改善等の要望があることは認識していま
す。
　現施設については有効活用を基本に考えてお
り、このためには、まずは耐震診断を行い、施設
の構造上の問題等を把握した上で対応する必要が
あると考えています。
　なお、その間、施設の維持管理上必要な工事に
ついては、利用者に不便が生じることのないよ
う、適切に対応していきます。

1

４　いきいきと働く

番号
局
名
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15

企
画
文
化
局

　市民自体が「食」や「観光」ス
ポットなど本市の魅力を十分理解し
ていない。
　本市の魅力や情報を、堅苦しくな
く楽しめる内容で発信するツールを
作成して欲しい。

1

　本市では平成18年より情報誌「雲のうえ」を発行し、ス
ターフライヤー機内や東京都内の書店、市内の区役所窓口等
で配布し、「食」や「観光」スポットなど本市の魅力を発信
しています。　また、北九州市にぎわいづくり懇話会（市が
支援する民間組織）が運営するホームページ「レッツシティ
北九州」及びモバイル版サイト「携帯モール・れたす北九
州」でも、本市の魅力や最新のおでかけ情報などを幅広く発
信しています。
　なお、本市では、平成２０年１０月に設置した「北九州市
ブランド戦略会議」において、本市の強みや魅力をブランド
として構築し、発信していくことにしています。

1

５　街を支える

番号
局
名

意見の概要 件数 本市の考え方
反映
結果

16
財
政
局

　市営バスは、不採算路線を赤字を
出しながら運行している。市営バス
が民営化されれば不採算路線の廃止
が予想され、市民の足が奪われる。
そのため、市営バスにもっと市が税
金で補助金を出すべきである。

1

市営バス事業は、地方公営企業として、「独立採算制」の徹
底を重視しており、その原則を保ちながら、平成１８年３月
策定の「市営バス事業経営改善計画」にもとづく経営改善を
行っているところです。一般会計からは、平成21年度も引
き続き、国が定める地方公営企業への繰出し基準等に基づい
て、所要の繰り出しを実施することとしています。

1
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６　環境を未来に引き継ぐ
　市民意見なし

７　アジアの中で成長する
　市民意見なし
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